
区分 経費区分

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

 国庫 起債
その他
特定
財源

 一般
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

中高一貫教育指導力向上事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H27 5 3,116 0 0 0 3,116 ○ 0

ふるさと教育推進事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H26 6 3,250 0 0 0 3,250 ○ 0

高校生学力向上推進事業 拡充 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H23 9 40,867 0 0 10,192 30,675 ○ 0

主権者教育推進事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H28 4 119 0 0 0 119 ○ 0

高校生県内企業訪問・職業理解推進事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 教育振興基本計画 ○ H28 4 1,710 0 0 0 1,710 ○ 0

福井プレカレッジ事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 教育振興基本計画 ○ H26 6 1,684 0 0 0 1,684 ○ 0

ふくいサイエンスプロジェクト事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ ○ H27 5 3,122 0 0 401 2,721 ○ 0

アクティブ・ラーニング推進事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 教育振興基本計画 ○ H30 2 2,476 2,476 0 0 0 ○ 0

高度な職業教育推進事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H28 4 16,503 3,920 0 0 12,583 ○ 0

農業経営学習施設整備事業 継続 政策的経費 人口減少に歯止めをかける徹底戦略 教育振興基本計画 ○ H28 4 16,191 11,333 0 0 4,858 ○ 0

先端技術を取り入れた教育力向上事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H24 8 556 0 0 556 0 ○ 0

発達障害児教育推進事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H18 14 803 803 0 0 0 ○ 0

発達障害児移行支援充実事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H28 4 8,068 8,068 0 0 0 ○ 0

通級指導担当者支援事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H28 4 1,817 1,817 0 0 0 ○ 0

特別支援教育機器整備事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H28 4 1,161 1,161 0 0 0 ○ 0

地域で学び育てる特別支援教育モデル事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H25 7 1,139 379 0 0 760 ○ 0

特別支援学校就労応援事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H26 6 10,922 4,319 0 974 5,629 ○ 0

障害者スポーツ・文化交流事業 継続 政策的経費 福井から人材育成 教育振興基本計画 ○ H27 5 2,483 2,483 0 0 0 ○ 0

18 1 0 115,987 36,759 0 12,123 67,105 1 17 0 0 0 0 0 0 0 0

平成３０年度事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 一般会計

課・室名 高校教育課 （単位：千円）

 評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井ふるさと元気宣言

における位置付け
関連する県の計画等

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

平成
３１年度
予算額

 財源内訳



課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

中高一貫教育指導力向上事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

 　中高一貫教育校（併設型・連携型）における教育の円滑な推進のため、指導体制を整備、充実を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○高志中学校・高等学校の指導体制の整備と充実
　　　①スーパーティーチャー、エキスパートティーチャーの配置　　　③「高志学」の推進
　　　　　・スーパーティーチャー　　　３名　：各教科 年５回　　　　　　・校外研修：インターンシップ
　　　　　・エキスパートティーチャー　３名　：各教科 年３回　　　　　　・校内研修：通年
　　　②スーパー校長による研修　２名：年１回

　○連携型中高一貫教育校（３地域）の指導充実
　　　①スーパーティーチャーの配置　各校１名：年２回
　　　②課題探究型の授業モデルの開発　各校年３回

［受益者］ 高志中学生(270)、高志高校1,2年生(500)、連携型中高一貫教育校中学3年生(100) ［想定される受益者数］ 870人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

　
・スーパーティーチャー、スーパー校長の配置、研修を実施し、指
　導体制の整備を図った

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 1 -



課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

2,345 2,443 3,513 3,506

2,345 2,443 3,513 3,506

1,783 1,301 1,620

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(36)

30

■ 無

□ 有

中高一貫教育指導力向上事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

3,116 3,116

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 3,116

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) スーパーティーチャーを配置する等指導体制の整備・充実を図っており、定量的に成果を

把握することは困難である
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

・平成２９年度～：３学年体制が整ったため、全学年を対象にスーパーティーチャー等を配置するなど、指導体制の整備・充実を図った

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
スーパーティ―チャー等
による授業開催回数

(目標)

実績

- 2 -



課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふるさと教育推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　教材「ふるさと福井の先人１００人」を作成し、中高校生が福井の先人の生き方等を学ぶことにより、県民としての誇りを持ち、本県の魅力を発信できる人材
の育成を図るとともに、家庭科の授業等で活用する副教材「私のしあわせライフプラン」を作成し、福井で暮らすことのイメージを具体化する等、ライフプラン
学習充実を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○教材「ふるさと福井の先人１００人」の印刷（県内全ての中学１年生に配付）
 
　○副教材「私のしあわせライフプラン」の作成（県内全ての高校１年生に配布）

　○活用例
　　　・道徳や家庭科の授業をにおいて、先人の生き方や考え方の学習、自身のライフプランを作成
    　・先人の人生から参考になった生き方や考え方をまとめ、進路選択の指針として活用

［受益者］ 中学１年生、高校１年生 ［想定される受益者数］ 14,540人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・「ふるさと福井の先人１００人」：７，５００部を印刷・配布
・「私のしあわせライフプラン」：８，５００部を印刷・配布

　
・「ふるさと福井の先人１００人」について、掲載内容
　を追加

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 3 -



課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

4,140 13,512 2,991 3,009

1,585 15,073 2,991 3,009

1,453 14,779 2,843

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(58,000) (17,050) (16,000)

58,000 17,050 16,000

■ 無

□ 有

ふるさと教育推進事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

3,250 3,250

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 3,250

・「ふるさと福井の先人１００人」に５名程度先人を追加２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) ふるさとへの愛着や誇りを醸成するために行っている事業であり、定量的に成果を把握す

ることは困難である。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

・２８年度　：「ふるさと福井の先人１００人」を県内全ての中学生、高校生に配付
・２９年度～：新中学１年生にのみ配付

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 読本配付数
(目標) (16,000)

教材「ふるさと福井の先人１００人」、副教材「私のしあわせライフプラン」の配布数

実績

- 4 -



課長名

■ ■ H23 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 9 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

高校生学力向上推進事業

区分 拡充 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　高校生の難関大学や地元大学への進学意欲を高め、進学希望を実現するために、教員の授業力向上だけでなく、受験指導力や高校における進学指導体制、生徒への
受験対策を強化する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　〇授業力の向上推進

       ④生徒の学習意欲・学習状況を把握するための調査を実施
　〇進学学力の向上推進

       ②生徒の進学希望実現対策（東大生による英語・数学ワークショップ形式演習、各学校における受験対策講座）
       ③大学入試センター試験プレテストの実施
       ④到達度確認テストの実施
　〇大学進学サポートセンターでの学習支援

［想定される受益者数］ ２２,５００人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

［受益者］県内全高校生

・１年生対象大学進学セミナー：参加生徒・保護者　1,112名
・受験指導エキスパート研修　：参加教員　207名
・県立高校の全生徒に対し「高校生学習状況調査」を実施：１回/年
・到達度確認テストの実施：３回/年（１年生１回、２年生２回）

・各学校における授業改善や受験指導を主導する教員を対
　象に最新の指導事例に関する研修や大学入学共通テスト
　対応のための研修を実施
・普通科高校において、外部講師招聘による独自の進学対
　策講座を開催

■ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

□ 継続 □ 休止 □ 完了

- 5 -



課長名

■ ■ H23 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 9 年

（諸）
繰入金

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

24,545 45,392 50,221 51,424

24,545 48,875 50,221 51,424

22,935 44,794 46,836

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(76.0％) (77.5％) (77.5％) (78.0％)

77.2％ 76.6％ 76.8％ 77.1%

(30) (55) (55)

77 78 80

□ 無

■ 有

高校生学力向上推進事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 拡充 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

40,867
10

10,182 30,675
【諸収入】社会保険料自己負担金
【繰入金】教員指導力向上基金

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 40,867

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
生徒から見た授業のわか
る度指数

(目標) (78.0%)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 英語力向上事業

（役割分担）

　
　・中高生の外部検定受験を促進するなど英語力向上を推進

活動指標
大学進学サポートセン
ター登録者数

(目標) (55)

実績

- 6 -



課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

主権者教育推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　選挙年齢の引き下げにともない、生徒たちに権利を受けると同時に責任や義務があることなど、社会を担う人としての自覚を育成していくために、時事問題に関す
る討論型の授業や模擬選挙、模擬議会等の実践的な学習に係る研修会等を実施する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○各校の生徒会役員を対象に、主体的な生徒会活動に係る研修会の実施
      ・有識者を講師として、生徒会活動等の課題をテーマに、多角的な合意形成ついて学習

　○時事問題に関する討論型の授業や模擬選挙、模擬議会等の実践的な学習に係る教員研修を実施
      ・県選挙管理委員会および討論型の授業等の有識者を講師として招聘

　○「指導事例集」を作成し、教育総合研究所の教材配信システムにより全ての県立学校の教員に配信
      ・「指導事例集」や国が作成した副教材を活用した授業、および模擬議会等を各教科で実施

　○選挙管理委員会による出前授業の実施

［受益者］ 全高校生 ［想定される受益者数］ 22,747人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・生徒教員対象の研修会を年１回実施(７８名参加）
・教員対象の研修会を年１回実施（１５０名参加）

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

118 447 119

118 447 119

21 397

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(100) (160) (160)

147 155 140

■ 無

□ 有

主権者教育推進事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

119 119

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 119

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) 生徒たちの主権者としての資質・能力を一層拡充するための教員研修については定量的に

成果を把握することは困難である
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

　
・平成２９年度　：「指導事例集」を印刷し、全ての県立学校の教職員に配付
・平成３０年度～：教育総合研究所の教材配信システムにより配信

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 教員研修参加者数
(目標) (150)

　 本事業において開催した、教員研修参加者数

実績
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

高校生県内企業訪問・職業理解推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　普通科系高校の生徒を対象に、ふるさと福井の産業および企業の魅力を学び、経験する機会を設け、就学やその後の就業につなげます

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○普通科系高校１年生を対象に、夏休み期間等を利用した県内企業訪問を実施

　○訪問先企業は女性活躍推進など労働環境改善に熱心な県内企業を選定

　○訪問企業別に事前質問を集約、レポート作成等、事前・事後指導を行い、普通科系高校生の職業観育成を実施

［受益者］ 普通科系高校１年生 ［想定される受益者数］ 700名

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・７～１２月にかけて、７３０名の生徒が３８社に企業訪問を実施 □ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

1,277 1,682 1,664

1,277 1,682 1,664

1,275 1,558

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(600) (600) (700)

720 730 921

■ 無

□ 有

高校生県内企業訪問・職業理解推進事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,710 1,710

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,710

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) 普通科系高校生が福井の企業や職業について理解を深めるために実施しており、定量的に

成果を把握することは困難である。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 参加生徒数
(目標) (800)

　 本事業を通じて、県内企業訪問に参加した生徒数

実績
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

福井プレカレッジ事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　「課題研究」等の実践を通して、高校で育む資質と大学が求める資質の橋渡しを行い、大学教育に必要な主体性や学ぶ意欲、探究する力を身につけ、県内国公立
大学を志望する生徒を増やす。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　
　○対 象 校：羽水高校　武生東高校　大野高校　金津高校　敦賀高校（５校）

　○実施時期：７～８月

　○内　　容：課題研究　　 ― 福井大学・福井県立大学でにおいて２日間の体験講義を受講
　　　　　　　課題研究支援 ― 各校の課題研究への福井大学・福井県立大学等からの講師招聘、実験・実習教材の購入支援
　　　　　　　　　　　　　　  対象校５校を拠点校とし、各学校と連携する学校を設定。連携校は、拠点校の課題研究等を参観。

［受益者］ 県内高校生 ［想定される受益者数］ １３２０人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 福井テクノロジーアカデミー

・平成３０年度福井大学・福井県立大学での体験講座：参加者９３
名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

・平成２６年度　参加者数　１年生　　９０名

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

5,331 2,626 2,235 2,012

3,905 2,259 2,030 2,012

3,905 2,259 1,657

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(200) (90) (120) (120)

104 80 109 93

■ 無

□ 有

福井プレカレッジ事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,684 1,684

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,684

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) 　県内公立大学の進学志望者を増やし、福井の産業を支える人材を育成するために実施して

おり、定量的に成果を把握することは困難である。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 　参加生徒数
(目標) (120)

実績
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課長名

■ ■ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

ふくいサイエンスプロジェクト事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　生徒の個性や能力に応じたサイエンス教育を実施し、先端科学技術の発展に寄与できる人材の育成を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○先端科学を研究している京都大学との高大連携事業
　　　・ 京都大学から講師を招聘し講座を開催
    　・ 京都大学での講義・実習を開催
　○全国科学オリンピック・科学の甲子園への上位入賞対策
　○ふくい理数グランプリの開催
　　　・高校部門（数学、物理、化学、生物、地学）を開催
　○ふくいサイエンス顕彰（南部陽一郎記念ふくいサイエンス賞）
　　　・中学生部門（最優秀賞１、優秀賞２）、高校生部門（最優秀賞１、優秀賞２）
　○ふくいサイエンスフェスタの開催
　　　・福井県合同課題研究発表会および講演会の実施

［受益者］ 県内高校生 ［想定される受益者数］ 1,285人（平成30年度に本事業の取組に参加した生徒の総数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・平成３０年度ふくいサイエンスフェスタ参加者数：４５９名
・平成３０年度ふくいサイエンス顕彰受賞者数：２３名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H27 年度

■ 経過年数 年度

□ □ 5 年

（諸）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

5,014 3,755 3,433 3,124

5,014 3,755 3,433 3,124

4,786 2,496 2,143

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(5) (5) (5) (5)

1 0 0

(210) (220) (220) (220)

331 292 ― 377

■ 無

□ 有

ふくいサイエンスプロジェクト事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

3,122 401 2,721 国立研究開発法人 科学技術振興機構委託

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 3,122

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
全国科学オリンピック上
位入賞者数

(目標)
本事業を通じて、全国科学オリンピックで上位入賞を果たした生徒・チーム数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
ふくいサイエンスフェス
タ参加生徒数（聴講）

(目標) 　 本事業を通じて福井サイエンスフェスタに参加した生徒数
　（平成29年度は大雪により開催中止）

実績
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課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

アクティブ・ラーニング推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　学習指導要領の改訂の方向性を踏まえ、「主体的・対話的で深い学び」を推進する学習・指導方法等の実践研究を行う。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○指 定 校：福井県立若狭高等学校

　○事業期間：平成３１年度

　○研究内容：地域や学校の実態に応じて教科等の学習・指導方法の改善の推進
　　　　　　　学力定着に課題を抱える学校の支援に関する実践研究
　　　　　　　高等学校の新設科目等を対象とした実践研究　等

［受益者］ 全高校生 ［想定される受益者数］ 22,747人

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

- 15 -



課長名

■ ■ H30 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 2 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

2,474

2,474

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(3)

2

■ 無

□ 有

アクティブ・ラーニング推進事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,476 2,476 0
教科等の本質的な学びを踏まえた主体的・対話的で深い学びの視点
からの学習・指導方法の改善の推進事業委託

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 2,476

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) 生徒の資質・能力を一層高めるための教員研修については定量的に成果を把握することは

困難である
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
研究を深めるための実践
協議会・公開授業実施数

(目標) (3)

実績
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

・長期企業実習参加生徒数：７９名
・デュアルシステム参加生徒数：４名
・産業人材コーディネーター１４名を商業系高校等に配置
・インターンシップ参加生徒数：のべ１，９００人。

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　企業の生産現場における実践的な実習等を実施し、地元に就職する高校生が産業界で活躍できるよう支援

　○実践的な専門教育
　　　・長期企業実習およびデュアルシステムを職業系高校で実施
　○産業人材コーディネーターによる就労支援
　　　・求人開拓や地元企業とのマッチング等、生徒の進路希望実現に向け指導・助言を行う産業人材コーディネーターを配置
　○県内企業への就職促進
　　　・県内企業でのインターンシップを職業学科・総合学科設置校１３校、定時制７校、就職者の多い普通科設置校７校の２年生を中心に実施

［受益者］ 職業系高校の生徒および就職希望の生徒 ［想定される受益者数］ １，３００名

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　地元に就職する高校生が産業界で活躍できるスキルアップを応援するために、社会から求められるニーズや技術進展に対応した実践的な専門教育の充実を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

高度な職業教育推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

20,108 19,892 19,610

16,070 15,369 14,975

13,875 14,240

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(99.5) (99.5) (99.5)

99.7 99.8

(1,900) (1,900) (1,900)

1,922 1,937

■ 無

□ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
インターンシップ体験者
数

(目標) (1,900)

実績

成果指標 高校卒業者の就職率
(目標) (99.5)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 16,503

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

16,503 3,920 12,583 教育支援体制整備事業補助金

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

高度な職業教育推進事業
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

　○直売所とレストランが併設する総合実践施設の整備
　　　・建屋は若狭東高校同窓会が創立１００周年記念事業で建設し県へ寄贈
　　　・直売所とレストランの運営に必要な設備等を県が整備

　○直売所とレストランの経営に取り組み「６次産業化」を実践的に学習
　　　・校内農産物、地元食材を活用した加工品および地域農産物等の仕入れと販売
　　　・コウギク等の薬用植物や旬の地元食材を活用した薬膳の調理を行い販売
　　　・消費者ニーズの把握や販売促進など経営改善につなげるマーケティング活動
　　　・地域の観光資源に加え、直売所やレストランを活用した観光プランを企画し提案　等

［受益者］ 若狭東高校在校生 ［想定される受益者数］ 477名

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

〕
政　　策  〔 人口減少に歯止めをかける徹底戦略

［事業目的］

　若狭東高校において、スーパープロフェッショナルハイスクール事業（Ｈ２７～２９年度指定）での取り組みを一層深化させるため、農業の「栽培」、「加工」分
野に加え「販売」分野の学習を強化し、経営感覚を備え６次産業化に対応できる農業従事者や地域の関連産業で活躍できる人材の育成を目指す

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

農業経営学習施設整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

38,632 210,552

38,632 210,552

38,368 210,023

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

□ 無

■ 有

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
(目標)

実績

成果指標
(目標)

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

・平成２８～２９年度：坂井高校、福井農林高校の２校において、農業の６次産業を学習するための施設を整備

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 16,191

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

16,191 11,333 4,858 電源立地地域対策交付金

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金

農業経営学習施設整備事業
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課長名

■ ■ H24 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

〕

〕

［事業内容］

□ 無

■ 有

先端技術を取り入れた教育力向上事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

  教員が最先端の専門知識や技術を学ぶことができるよう県内外における研修を実施し、幅広い見識に立った教科指導力の向上を図るとともに、教員全体の資質向上
と学校の活性化を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○職業系学科の担当教員を県内・県外の試験研究機関、民間企業等に派遣し研修を実施
　　　・工業、農業、水産、家庭、商業の職業系科目を専門とする教員や実習助手が対象
　　　・県内、県外の試験研究機関、民間企業、高等学校等で研修し、最新の専門知識や技術を習得
　　　・工業、農業、水産、家庭、商業から選出
　　　・県内研修：夏期休業中等の５日間程度、県外研修：最大５日間程度。
　　　・研修成果の教育現場への還元（高教研各部会等での研修報告や部会誌での報告書掲載、研修で学んだことを取り入れた副教材の作成　等）

［受益者］ 職業系学科担当教員 ［想定される受益者数］ ８名

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名 職業系学科教員授業力向上事業

・平成３０年度実績：　９名（農業１名、工業３名、商業３名、
　　　　　　　　　　　　　　水産１名、家庭１名）

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

・平成２４～２６年度：参加教員実績　のべ２００人の教員が参加

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H24 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 8 年

（繰入）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

971 632 632 556

760 300 235 330

561 300 235

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(9) (9) (9) (8)

7 7 7 9

■ 無

□ 有

先端技術を取り入れた教育力向上事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

556 556 0 教員指導力向上基金

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 556

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標)

職業系学科教員の技術・技能の向上を定量的に把握することは、困難である。

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標 派遣教員数
(目標) (8)

　 本事業を通じて研修を受けた教員数　５２名

実績
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課長名

■ ■ H18 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

発達障害児教育推進事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁

H31
事業
開始
年度

課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算

補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

事業実施方法 直営 補 助 金

〔 教育振興基本計画

　
　○特別支援学校による小中高等学校への巡回相談の実施
　　　・巡回相談実施校　特別支援学校１１校
　　　・巡回相談対象校　小学校（１９０校）、中学校（７４校）、高等学校（２８校：１分校含む）

　○特別支援教育に携わる教員に対し、特別支援学校教諭免許状取得のための認定講習会を開催
　　　・対象者　　　小中学校、高等学校および特別支援学校の教員
　　　・認定講習会　特別支援学校教諭免許状取得に必要な６科目（特別支援教育の基礎科目、知的障害に関する科目、肢体不自由に関する科目、病弱に関する
                                                              科目、発達障害に関する科目、視覚障害等に関する科目）

［受益者］ 障害のある児童生徒(小・中・高等学校･特別支援学校)及び保護者 ［想定される受益者数］ 約1,500人（発達障害等の診断を持つ児童・生徒等）

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　通常学級に在籍しながら個別指導を必要とする発達障害児（学習障害、注意欠陥多動性障害および高機能自閉症等）を対象に、ひとりひとりのニーズに即した教育
を行うため、各特別支援学校が積極的に小・中学校等を支援する体制を推進する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等

縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 終期の見直し 見直し額

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・特別支援学校の相談受理数：１，５０４件
・免許法認定講習開催回数：６講座開講

□ 拡充 □

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H18 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 14 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

2,013 597 723 802

2,013 597 723 802

1,910 446 634

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(80.0%) (85.0%) (87.5%) (87.5%)

77.1% 78.2% 78.5% 79.1%

(1,430) (1,480) (1,480) (1,480)

1,509 1,305 1,179 1,504

□ 無

■ 有

清川　亨

発達障害児教育推進事業

継続 経費区分 政策的経費 シーリング 部局名 教育庁 課名 高校教育課

予算額

803 803 0 特別支援教育に関する教職員等資質向上事業委託

―

内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分

法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

補助率

国庫、その他財源の名称等

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 803

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

成果指標
特別支援学校教諭免許保
有率

(目標) (90.0%)
特別支援学級は含まない

実績

活動指標
特別支援学校の相談受理
数

(目標)
特別支援学校において問い合わせのあった、児童・生徒に関する相談件数

実績

他県の状況

・特別支援学校教諭免許保有率
　　平成29年度  全国平均　77.6％
　　平成28年度　全国平均　75.7％

関連事業の有無・
役割分担

事業名 発達障害児移行支援充実事業

（役割分担）

・発達障害の可能性のある児童生徒に対する支援内容に関し助言を実
　施。
・小中学校における個別の教育支援計画等の作成活用を促し、小中高
　等の移行において円滑な引継ぎを行う。
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

発達障害児移行支援充実事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　教育支援専門員が学校巡回を行い、発達障害の可能性のある児童生徒に対する支援内容について助言を行うとともに、小中学校における個別の教育支援計画等の作
成活用を促すことにより、学校間の連携体制の強化や保護者のための相談機能の向上を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○発達障害等特別な支援が必要な児童生徒のための学校間連携体制づくり
　　　・小・中学校への教育支援専門員配置
  　　・専門家チーム連絡協議会
  　　・情報を引継ぐための中高連携協議会を開催
  　　・教育、福祉、労働等関係者による特別支援教育連絡協議会を開催
　　　・発達障害児等実態調査
 
　○保護者相談機能の向上
  　　・市町相談担当者への支援・助言
  　　・保護者支援研修会・検討会の開催
  　　・保護者理解啓発リーフレット作成　　就学前幼児（５歳児）の保護者全員に配付

［受益者］ 小学校中学校に在籍する発達障害等支援の必要な児童 ［想定される受益者数］ 約4,600人(個別の支援計画等作成必要人数）

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・専門家チーム連絡協議会開催回数：３回
・保護者啓発リーフレット配布数：８，０００部

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

2,582 2,291 8,712 7,911

2,582 2,291 8,712 7,911

1,697 1,281 6,762

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(770) (770) (770)

898 746 475

(90) (90)

83 89

□ 無

■ 有

発達障害児移行支援充実事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

8,068 8,068 0 発達障害の可能性のある児童生徒等に対する早期・継続支援事業委託

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 8,068

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
個別教育支援計画等作成
数

(目標) (770) 小中学校の通常学級に在籍する児童生徒のうち、支援計画等未作成の児童生徒について４年
ですべて作成する。

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 発達障害児教育推進事業

（役割分担）

・特別支援学校による小中高等学校への巡回相談の実施

活動指標
個別教育支援専門員の配
置学校数

(目標) (90)
個別教育支援専門員３名が約３０校ずつ担当するため９０校の配置

実績
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

通級指導担当者支援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　発達障害の可能性のある児童生徒は通常の学級にも多く在籍しており、これらの児童生徒に対し障害の特性に応じたよりよい指導が行えるよう教員の専門性の向上
を図るとともに、平成３０年度より始まった高校通級の体制整備および生徒の実態に応じた支援の充実を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○研究体制の構築・整備
　　　・通級担当者研修会および連絡協議会の開催（小・中：年２回、高：年１回）
  　　・有識者・医療関係者との推進会議（小・中：年３回、高：年２回）

　○指導方法等の研究
　　　・対象児童生徒の実態把握・事例検討研究
　　　・指導・支援実践研究会（小・中：６地区×２回、高：随時）

［受益者］ 通級による指導を受ける児童生徒 ［想定される受益者数］ 580名（小・中）、12名（高）※H30.5.1現在

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・通級担当者研修会および連絡協議会の開催回数：小・中２回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高１回
・有識者・医療関係者との推進会議：小・中３回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高２回
・指導・支援実践研究会：小・中１２回
　　　　　　　　　　　　　　高１２回

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

1,308 1,283 1,658

1,308 1,238 1,658

991 748

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(30) (60) （90)

30 60 90

(60) (60) (90)

60 60 90

□ 無

■ 有

通級指導担当者支援事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,817 1,817 0 発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業委託

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,817

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 実践報告数
(目標) (120)

通級による指導担当者の指導事例のデータ蓄積数
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

・富山県(H29) 通級対象児童生徒数 1,810人、通級指導担当者数 86人
・石川県(H29) 通級対象児童生徒数　 919人、通級指導担当者数 65人

関連事業の有無・
役割分担

事業名 発達障害児教育推進事業

（役割分担）

・特別支援教育に携わる教員に対し、特別支援学校教諭免許状取得の
　ための認定講習会を開催

活動指標 研修延べ受講者数
(目標) (90)

担当者同士の情報交換だけではなく、有識者等の専門家による研修を受講
実績
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

特別支援教育機器整備事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　通級による指導において教員が活用するタブレット端末を整備し、それらを活用した授業実践や実践事例を担当教員間で共有できる環境を整えることで、通級指導
担当教員の専門性向上を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　○通級指導担当教員の専門生向上を図るためタブレット端末を整備
　　　・整備台数：６台（小・中学校３台、高等学校３台）
　　　・活用方法：アプリケーションを活用し、読み・書き・計算・見る力・聞く力といった児童生徒の認知能力向上を図る
　　　　　　　　　指導事例等を電子データで共有し、自身の指導に活用　等

［受益者］ 通級による指導を受ける児童生徒 ［想定される受益者数］ 580名（小・中）、12名（高）※H30.5.1現在

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・教員用タブレット端末を１３台整備
・タブレット端末活用に関する研修会開催数：１回

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H28 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 4 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

3,576 2,052 1,293

3,576 2,052 1,293

3,407 1,157

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(45) (90) (135)

48 82 118

□ 無

■ 有

特別支援教育機器整備事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,161 1,161 0 発達障害に関する教職員等の理解啓発・専門性向上事業委託

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,161

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

成果指標
(目標)

通級指導担当教員の専門性の向上を定量的に把握することは、困難である。

実績

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

・富山県(H29) 通級対象児童生徒数 1,810人、通級指導担当者数 86人
・石川県(H29) 通級対象児童生徒数　 919人、通級指導担当者数 65人

関連事業の有無・
役割分担

事業名 発達障害児教育推進事業

（役割分担）

・特別支援教育に携わる教員に対し、特別支援学校教諭免許状取得の
　ための認定講習会を開催

活動指標 指導事例数
(目標) (135)

実績

- 30 -



課長名

■ ■ H25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 7 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

地域で学び育てる特別支援教育モデル事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　特別支援学校が行う交流及び共同学習を通して、障害のある子とない子がともに学ぶことができるための支援体制を整えるとともに、特別支援学校のセンター的機
能を充実させるため、外部専門家を活用して、障害種に応じた専門性を確保する。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　
　○特別支援学校と近隣地域の小・中学校との交流及び共同学習を促進（学校間交流）
　　　・交流コーディネーターによる指導・助言：学校間交流の打合せ・実施・評価における指導・助言
　　　　　　　　　　　 　　　　　　　       　交流事例および合理的配慮事例の収集
　　                                       　 小・中学校の教員に対する巡回研修

　○スクールカウンセラー等の外部専門家の活用
　　　・障害のある児童生徒への巡回指導、教員対象の研修会を開催

［受益者］ 特別支援学校の児童生徒 ［想定される受益者数］ 873名

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・交流及び共同学習の実施回数：２０回
・外部専門家による巡回相談、教員研修の回数：２３回

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H25 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 7 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

6,436 1,613 1,381 1,323

6,436 1,613 1,381 1,323

4,410 1,070 928

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(35) (35) (25)

21 35 30 20

■ 無

□ 有

地域で学び育てる特別支援教育モデル事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

1,139 379 760 切れ目ない支援体制整備充実事業補助金（国庫1/3補助）

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 1,139

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
(目標) 特別支援学校が行う交流および共同学習を通して障害のある子とない子がともに学ぶことが

できるための支援体制を整えているが、定量的に成果を把握することは困難である。
実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

・H25～H27年度：「居住地校交流」を中心に実施
・H28年度～　 ：「学校間交流」を中心に実施、交流コーディネーターの訪問回数を見直したたことによる減額。

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況

・石川県：H25～H27年度　文部科学省
　「インクルーシブ教育システム構築事業（交流及び共同学習）」
　 　対象校（特別支援学校1校、小学校31校、中学校13、校高校4校）

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

活動指標
学校間交流を実施する
小・中学校の新規指定校
数

(目標) (23) H25～27年度（国庫補助事業）は、居住地校交流を中心に実施。
H28年度（国庫補助事業）からは、学校間交流を中心に実施。

実績
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

■ 継続 □

縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 終期の見直し 見直し額

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・学校ジョブコーチ配置数：５名
・企業実習参加生徒数：６８名（高等部及び高校の1,2年生も含む）
・就労応援サポーター登録企業数：２４２社
・特別支援学校技能検定参加生徒数：のべ１８名

□ 拡充 □

休止 □ 完了

教育振興基本計画

　
　○特別支援学校等の生徒が行う企業実習のサポート
　　　・企業実習のサポートおよび求人開拓を行う学校ジョブコーチの配置
　
　○職場実習受入等企業（就労サポーター企業）の登録
　　　・就労サポーター企業による就労を目指す生徒向けの技術指導を実施

　○特別支援学校技能検定の実施
　　　・技能検定本大会開催（２回）

［受益者］ 特別支援学校高等部３年生における就職希望者数 ［想定される受益者数］ ５０人

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　特別支援学校等の生徒の地元企業への就労を促進するため、企業実習先の開拓や実習時の技術指導の実施など校内における支援体制の充実を図る。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔

事業
開始
年度

課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

実行予算

そ の 他

補 助 金 H31

特別支援学校就労応援事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 外 部局名 教育庁

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

補助率 ― 法 定 受 託 事 務

事業実施方法 直営
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課長名

■ ■ H26 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 6 年

（諸）

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

8,279 8,524 13,555 13,274

8,279 8,524 13,555 13,274

7,134 7,105 11,198

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(100%) (100%) (100%) (100%)

89.5% 96.4% 83.3% 81.3%

(50) (60) (75) (75)

48 53 58 68

■ 無

□ 有

活動指標
企業実習サポート実施生
徒数

(目標) (75)
特別支援学校等に在籍し、企業等への就労を目指す生徒の数

実績

他県の状況

・外部人材による就労支援に関する他県状況
　　：１９都道府県で就労コーディネーターを配置

・特別支援学校技能検定に関する他県状況
　　： 平成２９年度 ２７都府県
　　　 平成３０年度 ３０都府県
　　　　※近県の状況 石川県、新潟県が実施

関連事業の有無・
役割分担

事業名

（役割分担）

当 初 予 算 額 の 推 移 10,922

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標
就職内定率（サポート実
施の３年生）

(目標) (100%)
（３年生就職者数／３年生企業実習サポート実施生徒数）×１００

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

10,922 4,319 5,629

【国　庫】切れ目ない支援体制整備充実事業（1/3）
　　　　　特別支援教育に関する教育課程の編成等についての実践研究
　　　　　（10/10）
【諸収入】社会保険料自己負担金

― 法 定 受 託 事 務

974

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨外区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング

特別支援学校就労応援事業
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課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

〕

〕

［事業内容］

■ 無

□ 有

障害者スポーツ・文化交流事業

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内 部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

実行予算 事業
開始
年度補助率 ― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

〕
政　　策  〔 福井から人材育成

［事業目的］

　障害のある子どもとない子どもがスポーツの楽しさを共に味わうなど、障害のある人の社会参加や障害に対する理解を深める。

福井ふるさと元気宣言
における位置付け

ビジョン  〔 元気な社会
関連する県の計画等 〔 教育振興基本計画

　
　○スポーツ
　　　・特別支援学校の児童生徒が地域の小・中・高等学校の児童生徒と合同練習、交流試合等のスポーツ交流を実施
　　　　　　ア　実施校　　　県立特別支援学校、地域の小・中・高等学校
　　　　　　イ　実施内容　　ブラインドサッカー、サウンドテーブルテニス（視覚障害）、卓球（聴覚障害）、ボッチャ・フライングディスク（肢体不自由）、
　　　　　　　　　　　　　　ペガーボール、ソフトボール、バドミントン、バスケットボール（知的障害）
　○文化・芸術交流
　　　・特別支援学校の児童生徒が地域の小・中・高等学校の児童生徒と音楽・造形等の芸術・文化交流を実施
　　　　　　ア　実施校　　　県立特別支援学校、地域の小・中・高等学校
　　　　　　イ　実施内容　　合奏、音楽鑑賞、造形、書道等

［受益者］ 特別支援学校の児童生徒 ［想定される受益者数］ 県立特別支援学校　児童生徒　873名

前事業の有無・実績 市町との連携状況

事業名

・平成３０年度スポーツ交流実績：１８回
・平成３０年度芸術・文化交流実績：５回

□ 拡充 □ 縮減

（実績）

［事業の評価]

前年度の実績 実績を踏まえた３１年度の変更点 事業評価

□ 整理統合 □ 廃止 □ その他

□ 終期の見直し 見直し額

■ 継続 □ 休止 □ 完了
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課長名

■ ■ H27 年度

□ 経過年数 年度

□ □ 5 年

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

2,421 2,302 2,541 2,463

2,421 2,302 2,541 2,463

1,501 1,523 1,490

［成果指標等の推移］

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

(100) (120) (140) (160)

91 124 326 503

□ 無

■ 有

障害者スポーツ・文化交流事業

部局名 教育庁 課名 高校教育課 清川　亨

事業主体 県
事 務
区 分

自 治 事 務
事 業
区 分

区分 継続 経費区分 政策的経費 シーリング 内

実行予算
事業
開始
年度

事業終了
予定年度

（見直し年
度）

事業実施方法 直営 補 助 金 H31

補助率

国庫、その他財源の名称等

予算額

2,483 2,483 学校における交流及び共同学習を通じた障害者理解推進事業委託

― 法 定 受 託 事 務 そ の 他

区分 事業費 国庫 起債 その他 一般財源

［予算額の推移等］ （単位：千円）

区　　　　　　分 ３１年度 実績等を踏まえた３１年度の変更点

当 初 予 算 額 の 推 移 2,483

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

成果指標 交流参加人数(高校生等)
(目標)

本事業で実施した、スポーツ交流・文化交流に参加した生徒数

実績

決 算 額 の 推 移

前年度までの
主な増減理由

区　　　　　　分 ３１年度 目標・指標の考え方・積算根拠

他県の状況
関連事業の有無・

役割分担

事業名 チーム福井アスリート強化事業

（役割分担）

・特別支援学校に限らず、スポーツを通して障害のある人とない人の
　交流を推進

活動指標
(目標)

実績
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